
 
 重量キログラム→二ュートン カロリー→ジュール 

  

   町工場、品質管理に打撃も 
きょうから新計量単位 
 新計量法による世界共通の国際単位系（ＳＩ）への全面移行が十月一日からスタートする。「力」の単

位がニュートンに切り替わるなど産業界で広く使われてきた計量単位が一新される。五九年の尺貫法から

メートル法への変更以来、約四十年ぶりの大改正となるが、単位変更を知らない企業も多く、とりわけ中

小企業の対応の遅れが目立つ。旧単位での取引は禁止され、各種証明書も変更を余儀なくされるので、未

対応の中小企業はメーカーとの取引を停止される恐れもある。（野中高秀） 

 通産省は施行後の混乱対策として、計量行政室に設けている「ＳＩ単位電話相談」のホットラインを十

月以降も継続し、ホームページ（www.miti.go.jp）の情報量をさらに強化する。辻本圭助総括班長は「施

行目前の九月は多い日で百本を超える電話の対応に追われたが、そのうち半分は町工場の社長さんなどか

ら“ＳＩって何”という基本的な問い合わせが占めた」と語る。今後の啓もう活動は中小企業や非製造業

に重点を置く方針だ。 

 違反には罰金  

 各国の計量単位を統一し、万国共通の単位にそろえるのがＳＩ化の狙い。一日から旧単位を使った計量

器は在庫品を除き生産、販売できなくなる。官公庁への提出書類や性能証明書などに記載される計量単位

はすべてＳＩ単位に切り替わり、違反した場合は五十万円以下の罰金が科せられる。 

 自動車や電機などの大手メーカーは今年初めからＳＩ単位を前倒しで導入。部品メーカーヘの設計図な

どに新旧両単位を併記し、検査データも同様の記載をするよう指導してきた。「ＳＩ化に取り組まないと

取引が継続できなくなるとの恐れから、一次、二次下請けクラスの会社は計量機器の単位切り替えや帳票

類の対応をほぼ終えている」 （日本ばね工業会）という。 

 東京電力のように十七基の原子力発電所で使われている約二万五千個の計器を約五十億円かけてＳＩ単

位のものに全部交換するなど、大手企業は国際基準に適合するための設備投資をしてきた。 

 パンフ１４万部  

 問題はＳＩ化の動きにうとい中小企業だ。通産省は「この一年、八百五十の業界団体に対し十四万部の

パンフレットを配布したり、説明会を頻繁に開催してきたので大手・中堅企業のＳＩ化対応には手ごたえ

を感じるが、不況に苦しんだ中小企業は対策どころではなかったようだ」とみる。 

 「買い替え需要は完全に空振りに終わったが、九月になってから中小企業の危機感が高まったためＳＩ

単位の新製品の引き合いが増え、月間売上高は前年比二〇％増と初めてプラスに転じた」。ネジ締めなど

に使うトルク機器の大手メーカー、東日製作所（東京・大田）の丸岡哲夫取締役は「中小企業のＳＩ化対

応は始まったばかり」と話す。 

 「十月からは納品証明書をＳＩ単位で記載しないと、品質検査はパスしても工場受け取りを拒否する」。

発注先からこんな通達を受け取って慌てて東日製作所に相談にくる企業もある。中小ユーザーで何らかの

 



手を打っているのは三割程度という。 

 丸岡取締役は「時間がかかるかもしれないが、中小企業の新計量単位への対応は進んでいく」と見てい

る。ただ、心配なのは日本の製造業を支えてきた町工場の品質管理への影響だ。経営の厳しい中小企業の

中には旧単位の計器を買い替えず、従業員に換算表を持たせて電卓でＳＩ単位を証明書に書き込む窮余の

策を取るケースもある。計算ミスは即座に品質に影響する。目盛り交換など使用中の機器の改造でも手作

業による校正ミスが怖いという。 

 医療に例外措置  

 通産省は九月十四日、医療現場で使われる動脈血酸素分圧など生体内の圧力の計量単位については例外

措置としてさらに七年間の猶予期間延長を決めた。「対応が遅れたまま無理に新単位に移行すると人命に

かかわる」という日本医師会や医療関係学会、機器メーカーの要望を受け入れた。 

 通産省や自治体、商工会議所などが実施できる中小企業対策といっても情報提供や相談業務の充実など

限られる。ＳＩ単位の機器への切り替えに補助金を出すといった財政支出を伴う直接支援は難しく、個々

の企業の自助努力を期待するしかない。 

１０月1 日からの計量単位 

    従来単位           新単位 両単位の関係 

�力  重量キログラム〈kgf〉    � ニュートン〈N〉 1kgf≒9.8N 

�力のﾓｰﾒﾝﾄ  重量キログラムメートル   � ニュートンメートル 

〈kgfm〉           〈Nm〉 

1kgfm≒9.8Nm 

�圧力  重量キログラム毎平方メートル� パスカル〈Pa〉 

〈kgf/㎡〉 

1kgf/㎡≒9.8Pa 

�応力  重量キログラム毎平方メートル� パスカル〈Pa〉 

〈kgf/㎡〉 

1kgf/㎡≒9.8Pa 

�仕事  重量キログラムメートル   � ジュール〈J〉 

〈kgfｍ〉 

1kgfm≒9.8J 

�工率  重量キログラムメートル毎秒 � ワット〈w〉 

〈kgfm/s〉 

1kgfm/s≒9.8W 

�熱量  カロリー〈cal〉       � ジュール〈J〉 1cal≒4.2J 

�熱伝導率  カロリー毎秒毎メートル毎度 � ワット毎メートル毎度 

cal/(s･m･℃)〉        〈W/(m･℃)〉 

1cal/(s･m･℃)≒4.2W/(m･℃) 

�比熱容量  カロリー毎キログラム毎度  � ジュール毎キログラム

〈ca1/(kg･℃)〉         毎度〈J/(kg･℃)〉 

1cal/(kg･℃) ≒4.2J/(kg･℃) 

ＳＩ単位  
六〇年の国際度量衡総会で世界共通の実用的な計量単位として使用することが決まった国際単位系（国際

単位の仏語の略称からＳＩと呼ばれる。）日本は九二年の計量法改正でＳＩ単位の全面採用が決まった。

計量単位の全面改正を一気に行うと混乱をもたらすため、猶予期間を設け、経済社会に影響の少ない単位

から順次計画的に実施してきた。 

 九五年九月末までに熱量（重量�㍍→ジュール）など五単位、九七年九月末までに周波数（サイクル→

ヘルツ）など九単位が切り替わった。 

 最後に「カ」 （重量�→二ュートン〔Ｎ〕）や「圧力」（重量�毎平方㍍→パスカル〔Ｐａ〕）など

九単位が残っていた。いずれも産業界で広く使われ影響が大きいため法改正後七年という最長の猶予期間

となり、その期限が九月末だった。 

 海外ではフランスなどＥＵ各国が導入に取り組んでいるが、古くからのヤード・ポンド単位系の米国は

まだ対応が決まっていない。 


